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議案第11号 橋本市児童遊園設置及び管理条例の一部を改正する条例に 
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承認第 1 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 4 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、

承認を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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専決処分について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 4 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分する。 

 

 

 

令和 6 年 7 月 12 日 専決 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 6 年度 橋本市一般会計補正予算（第 4 号） 

 

令和 6 年度橋本市の一般会計補正予算（第 4 号）は、次に定めるところ

による。  

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 27,509 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 30,729,626 千円とする。  

 

２  歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。  

 

（地方債の補正）  

第２条  地方債の変更は、「第２表  地方債補正」による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 7 月 12 日 専決 

橋本市長  平 木 哲 朗   
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限 度 額 起債の方法

千円

災 害 復 旧 事 業 6,400

地 域 活 性 化 事 業 24,600

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件によ
る。
ただし、市財政の都合
により据置期間及び償
還期限を短縮もしくは
繰上償還又は低利に借
換えることができる。

第２表　地方債補正

起　債　の　目  的
補　　　　正　　　　前

（変     更）

利   率 償還の方法

証書借入
又　　は
証券発行
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限 度 額 起債の方法

千円

22,200

26,400

償還の方法利   率

証書借入
又　　は
証券発行

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方式
で借り入れる公的資金に
ついて、利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。

補　　　　正　　　　後
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承認第 2 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 5 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、

承認を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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専決処分について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 5 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分する。 

 

 

 

令和 6 年 8 月 5 日 専決 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 6 年度 橋本市一般会計補正予算（第 5 号） 

 

令和 6 年度橋本市の一般会計補正予算（第 5 号）は、次に定めるところ

による。  

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 549 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 30,730,175 千円とする。  

 

２  歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 8 月 5 日 専決 

橋本市長  平 木 哲 朗   
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承認第 3 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市水道事業会計補正予算(第 2 号)について、急施を要するた

め、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙

のとおり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告

し、承認を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

  

-17-



 

 

 

 

 

専決処分について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市水道事業会計補正予算(第 2 号)について、急施を要するた

め、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙

のとおり市長において専決処分する。 

 

 

 

令和 6 年 7 月 22 日 専決 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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第１条 令和６年度橋本市水道事業会計の補正予算（第2号）は、次に定めるところによる。

第２条 予算第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

(支出）

　令和６年７月２２日　専　決

橋本市長　平木　哲朗

令和６年度　橋本市水道事業会計補正予算（第2号）

科　　　　目

1,875,851

　（収益的支出の補正）

（単位：千円）

53,900

計

　（総　則）

第１款　水道事業費用

第１項　営業費用 1,720,785 53,900 1,774,685

1,821,951

既決予定額 補　正　額

-19-



認定第 1 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市一般会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市一般会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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認定第 2 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市国民健康保険特別会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市国民健康保険特別会計決算を、別冊のとおり議会の認定を

求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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認定第 3 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市住宅新築資金等貸付事業特別会計決算の認定に

ついて 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市住宅新築資金等貸付事業特別会計決算を、別冊のとおり議

会の認定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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認定第 4 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市駐車場事業特別会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市駐車場事業特別会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求

める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

  

-23-



認定第 5 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市墓園事業特別会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市墓園事業特別会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求め

る。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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認定第 6 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市農業集落排水事業特別会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市農業集落排水事業特別会計決算を、別冊のとおり議会の認

定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

  

-25-



認定第 7 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市土地区画整理事業特別会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市土地区画整理事業特別会計決算を、別冊のとおり議会の認

定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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認定第 8 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市介護保険特別会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市介護保険特別会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求め

る。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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認定第 9 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市後期高齢者医療特別会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市後期高齢者医療特別会計決算を、別冊のとおり議会の認定

を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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認定第 10 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市工業団地造成事業特別会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市工業団地造成事業特別会計決算を、別冊のとおり議会の認

定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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認定第 11 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市水道事業会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市水道事業会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

  

-30-



認定第 12 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市下水道事業会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市下水道事業会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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認定第 13 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市病院事業会計決算の認定について 

 

 

 

 令和 5 年度橋本市病院事業会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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議案第 1 号 

 

 

 

 

令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 6 号)について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 6 号)を、別紙のとおり議会の議決を

求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 6 年度 橋本市一般会計補正予算（第 6 号） 

 

令和 6 年度橋本市の一般会計補正予算（第 6 号）は、次に定めるところ

による。  

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 219,161 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 30,949,336 千円とする。  

 

２  歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。  

 

（繰越明許費）  

第２条  地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して

使用することができる経費は、「第２表  繰越明許費」による。  

 

（債務負担行為の補正）  

第３条  債務負担行為の追加は、「第３表  債務負担行為補正」による。  

 

（地方債の補正）  

第４条  地方債の変更は、「第４表  地方債補正」による。  

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

橋本市長  平 木 哲 朗   
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事 業 名 金 額

4 衛　生　費 2 清掃費 環境美化センター建物等解体事業 102,370千円

款 項

第２表　繰越明許費
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限 度 額 起債の方法

千円

災 害 復 旧 事 業 22,200

施 設 整 備 事 業 328,800

公共施設等適正管理推進事業 865,400

脱 炭 素 推 進 事 業 8,400

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件によ
る。
ただし、市財政の都合
により据置期間及び償
還期限を短縮もしくは
繰上償還又は低利に借
換えることができる。

第４表　地方債補正

起　債　の　目  的
補　　　　正　　　　前

（変     更）

利   率 償還の方法

証書借入
又　　は
証券発行
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限 度 額 起債の方法

千円

23,100

330,300

876,000

14,100

利   率

証書借入
又　　は
証券発行

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方式
で借り入れる公的資金に
ついて、利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。

補　　　　正　　　　後

償還の方法
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議案第 2 号 

 

 

 

 

令和 6 年度橋本市国民健康保険特別会計補正予算(第 2 号)につい

て 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市国民健康保険特別会計補正予算(第 2 号)を、別紙のとおり

議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 6 年度 橋本市国民健康保険特別会計補正予算（第 2 号） 

 

令和 6 年度橋本市の国民健康保険特別会計補正予算（第 2 号）は、次に

定めるところによる。  

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 146,178 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 7,387,694 千円とする。  

 

２  歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

橋本市長  平 木 哲 朗   
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議案第 3 号 

 

 

 

 

令和 6 年度橋本市介護保険特別会計補正予算(第 1 号)について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市介護保険特別会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとおり議会

の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 6 年度 橋本市介護保険特別会計補正予算（第 1 号） 

 

令和 6 年度橋本市の介護保険特別会計補正予算（第 1 号）は、次に定め

るところによる。  

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 102,718 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 6,515,799 千円とする。  

 

２  歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

橋本市長  平 木 哲 朗   
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議案第 4 号 

 

 

 

 

令和 6 年度橋本市後期高齢者医療特別会計補正予算(第 1 号)につ

いて 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市後期高齢者医療特別会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとお

り議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 6 年度 橋本市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1 号） 

 

令和 6 年度橋本市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1 号）は、次

に定めるところによる。  

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 506 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 2,139,043 千円とする。  

 

２  歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

橋本市長  平 木 哲 朗   
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議案第 5 号 

 

 

 

 

令和 6 年度橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算(第 1 号)に

ついて 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算(第 1 号)を、別紙のと

おり議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 6 年度 橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算（第 1 号） 

 

令和 6 年度橋本市の工業団地造成事業特別会計補正予算（第 1 号）は、

次に定めるところによる。  

 

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 5,307 千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 105,102 千円とする。  

 

２  歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。  

 

（一時借入金）  

第２条  地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ

の最高額は、 2,500,000 千円と定める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

橋本市長  平 木 哲 朗   
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議案第 6 号 

 

 

 

 

令和 6 年度橋本市下水道事業会計補正予算(第 1 号)について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市下水道事業会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとおり議会の

議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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第１条 令和６年度橋本市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第２条 予算第３条に定めた収益的収入および支出の予定額を次のとおり補正する。

(収入）

(支出）

第３条 予算第４条に定めた資本的支出の予定額を次のとおり補正する（資本的収入額が資本

　的支出額に対して不足する額528,141千円は過年度分損益勘定留保資金等304,128千円と当年

　度分損益勘定留保資金224,013千円で補填するものとする。）。

(収入）

(支出）

第４条 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債

　務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ6,134千円及び41,948千円と定め

　る。

第１項　営業費用 1,726,701 751 1,727,452

第２項　営業外費用 153,122 △ 4,475 148,647

科　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

第１款　下水道事業費用 1,886,115 △ 3,724 1,882,391

第２項　営業外収益 1,184,065 △ 4,473 1,179,592

（単位：千円）

1,897,497 △ 4,473 1,893,024

（特例的収入および支出）

（収益的収入及び支出の補正）

（単位：千円）

科　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

第１款　下水道事業収益

第１項　建設改良費 353,103 △ 53,193 299,910

（単位：千円）

△ 53,193

79,646

第４項　他会計補助金 1,540 △ 797 743

第７項　企業債 484,100 △ 45,500 438,600

（単位：千円）

161,356 △ 37 161,319

690,813

第１項　国庫支出金 87,302 △ 7,656

令和６年度　橋本市下水道事業会計補正予算（第１号）

第５項　他会計出資金

科　　　　目 既決予定額

（資本的収入及び支出の補正）

科　　　　目 既決予定額 補　正　額

（総　則）

1,218,954

補　正　額 計

第１款　資本的支出 1,272,147

計

第１款　資本的収入 744,803 △ 53,990
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　（企業債の補正）

第５条 予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次の

とおり補正する。

起債 起債 償還

の の の

方法 方法 方法

下水道 証 書 補 正 補 正 補 正

事業 借 入 前 に 前 に 前 に

又 は 同 じ 同 じ 同 じ

証 券

発 行

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条 予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

（単位：千円）

科　　　　　目

（１）　職員給与費

　（他会計からの補助金の補正）

第７条　予算第１０条に定めた他会計からの補助金の金額を次のとおり補正する。

（１） 工業団地造成事業の工事費等に充てるため、工業団地造成事業特別会計か

　 らこの会計へ補助を受ける金額を、20,184千円から14,914千円に改める。

　令和６年９月２日　提　出

橋本市長　平木　哲朗

 きる。

 においては  償還又は低

 当該見直し 利に借換す

 後の利率。  ることがで

 る場合、利  及び償還を

 率の見直し  短縮し、も

 を行った後  しくは繰上

 率見直し方  る。ただし、

 式で借入れ  据置き期間

484,100  5.0%以内  借入先の融 438,600

　　　 千円  ただし、利  通条件によ 　　　 千円

起債の
目的

補正前 補正後

限度額 利率 償還の方法 限度額 利率

既決予定額 補　正　額 計

81,396 751 82,147
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議案第 7 号 

 

 

 

 

令和 6 年度橋本市病院事業会計補正予算(第 2 号)について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市病院事業会計補正予算(第 2 号)を、別紙のとおり議会の議

決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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第１条 　令和６年度橋本市病院事業会計の補正予算（第２号）は、次に定める

　ところによる。

第２条 　令和６年度橋本市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に

　定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（収入） （単位：千円）

（支出） （単位：千円）

第３条 　予算第４条本文括弧書中、「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　506,631千円は過年度分損益勘定留保資金506,631千円」を「資本的収入額が資本

　的支出額に対し不足する額510,349千円は過年度分損益勘定留保資金510,349千円」

　に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

（支出） （単位：千円）

第４条 　予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を、

次のとおり追加する。

（単位：千円）

令和６年９月２日提出

橋本市長　平木　哲朗

第３項 訪 問 看 護 収 益 73,489 422 73,911

7,797,292 1,382 7,798,674

第２項 医 業 外 収 益 691,256 960 692,216

第１項 建 設 改 良 費 123,306 3,718 127,024

科　　目 既決予定額 補正額 計

第１款 資 本 的 支 出 957,101 3,718 960,819

寝具賃借料 令和7年度から令和9年度 46,711

事　　項 期間 限度額

カーテン賃借料 令和7年度から令和11年度 7,590

令和６年度　橋本市病院事業会計補正予算（第２号）

19,172 8,473,764

科　　目 既決予定額 計

第１款 病 院 事 業 費 用 8,454,592

補正額

科　　目 既決予定額 補正額 計

第１款 病 院 事 業 収 益

8,208,988 19,172 8,228,160第１項 医 業 費 用
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議案第 8 号 

 

 

 

 

紀見こども園の開園に伴う関係条例の整備に関する条例について 

 

 

 

 紀見こども園の開園に伴う関係条例の整備に関する条例について、別紙のと

おり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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紀見こども園の開園に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

(橋本市立こども園条例の一部改正) 

第 1 条 橋本市立こども園条例(平成 19 年橋本市条例第 22 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の表中下

線又は太線の部分である。 

 

改正後 改正前 

(事業) 

第4条 こども園は、次に掲げる事業を行う。 

(1) 認定こども園法第2条第7項に規定する目的を達成するための事業

及び第3条第2項に関すること。 

(2)・(3) 略 

別表(第3条関係) 

名称 位置 

高野口こども園 略 

すみだこども園 略 
橋本こども園 略 
応其こども園 略 
紀見こども園 橋本市紀見ケ丘一丁目18番1号 

 

(事業) 

第4条 こども園は、次に掲げる事業を行う。 

(1) 認定こども園法第3条第2項に関すること。 

 

(2)・(3) 略 

別表(第3条関係) 

名称 位置 

高野口こども園 略 
すみだこども園 略 
橋本こども園 略 
応其こども園 

 

略 

 
  

(橋本市立保育所条例の一部改正) 

第 2 条 橋本市立保育所条例(平成 18 年橋本市条例第 134 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の表中太線

の部分である。 

 

改正後 改正前 
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別表(第2条関係) 

名称 位置 

三石保育園 略 

高野口こども園 略 
すみだこども園 略 
橋本こども園 略 
応其こども園 略 

 

別表(第2条関係) 

名称 位置 

紀見保育園 橋本市胡麻生323番地の1 

三石保育園 略 
高野口こども園 略 
すみだこども園 略 
橋本こども園 略 
応其こども園 略 
  

(橋本市立幼稚園設置及び管理条例の廃止) 

第 3 条 橋本市立幼稚園設置及び管理条例(平成 18 年橋本市条例第 108 号)は、廃止する。 

(橋本市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等に関する条例の一部改正) 

第 4 条 橋本市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等に関する条例(平成 27 年橋本市条例第 27 号)の

一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の表中下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

(利用者負担額の徴収) 

第4条 市長は、市立保育園(橋本市立保育所条例(平成18年橋本市条例第

134号)第2条に規定する保育園をいう。以下同じ。)及び市立こども園

(橋本市立こども園条例(平成19年橋本市条例第22号)第3条に規定する

こども園をいう。以下同じ。)から教育又は保育を受けた子どもの教

育・保育給付認定保護者等から、前条に定める利用者負担額を徴収する

ものとする。 

 

2 略 

(預かり保育料) 

第6条 市長は、市立こども園において預かり保育の提供を受けた子ども

の教育・保育給付認定保護者等から別表第3に定める預かり保育料(以下

「預かり保育料」という。)を徴収するものとする。 

(利用者負担額の通知) 

第13条 市長は、利用者負担額の額を決定したとき又はその額を変更した

(利用者負担額の徴収) 

第4条 市長は、市立幼稚園(橋本市立幼稚園設置及び管理条例(平成18年

橋本市条例第108号)第1条に規定する幼稚園をいう。以下同じ。)又は市

立保育園(橋本市立保育所条例(平成18年橋本市条例第134号)第2条に規

定する保育園をいう。以下同じ。)及び市立こども園(橋本市立こども園

条例(平成19年橋本市条例第22号)第3条に規定するこども園をいう。以

下同じ。)から教育又は保育を受けた子どもの教育・保育給付認定保護

者等から、前条に定める利用者負担額を徴収するものとする。 

2 略 

(預かり保育料) 

第6条 市長は、市立幼稚園及び市立こども園において預かり保育の提供

を受けた子どもの教育・保育給付認定保護者等から別表第3に定める預

かり保育料(以下「預かり保育料」という。)を徴収するものとする。 

(利用者負担額の通知) 

第13条 市長は、利用者負担額の額を決定したとき又はその額を変更した
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ときは、当該教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保

護者が利用する特定教育・保育施設(市立保育園を除く。)の設置者又は

特定地域型保育事業を行う者に通知しなければならない。 

 

別表第3(第6条関係)  

略 

備考 

1 教育標準時間認定の子どもにおける預かり保育の月曜日から金曜

日までの利用時間は、保育終了時間から午後4時までとする。 

 

2 略 

 

ときは、当該教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保

護者が利用する特定教育・保育施設(市立幼稚園及び市立保育園を除

く。)の設置者又は特定地域型保育事業を行う者に通知しなければなら

ない。 

別表第3(第6条関係) 

略 

備考 

1 教育標準時間認定の子どもにおける預かり保育の月曜日から金曜

日まで(市立幼稚園においては水曜日を除く。)の利用時間は、保育

終了時間から午後4時までとする。 

2 略 

  

(橋本市教育相談センター設置及び管理条例の一部改正) 

第 5 条 橋本市教育相談センター設置及び管理条例(平成 18 年橋本市条例第 106 号)の一部を次のように改正する。なお、改正

部分は、次の表中下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

 (利用対象者) 

第5条 教育相談センターの利用対象者は、次の各号のいずれかに該当す

るものとする。 

(1) 橋本市公私立小学校及び中学校に在籍する児童、生徒及びその保

護者等 

(2) 橋本市公私立小学校及び中学校に勤務する教職員 

 (3)・(4) 略 

(利用対象者) 

第5条 教育相談センターの利用対象者は、次の各号のいずれかに該当す

るものとする。 

 (1) 橋本市公私立幼稚園、小学校及び中学校に在籍する園児、児童、

生徒及びその保護者等 

(2) 橋本市公私立幼稚園、小学校及び中学校に勤務する教職員 

(3)・(4) 略 

 

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

(準備行為) 
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2 第 1 条の規定による改正後の橋本市立こども園条例別表に規定する紀見こども園に係る入園手続は、この条例の施行の日前

においても行うことができる。 
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議案第 9 号 

 

 

 

 

橋本市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の一部を改正

する条例について 

 

 

 

 橋本市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて、別紙のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の一部を改正する条例 

 

橋本市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例(平成 18 年橋本市条例第 79 号)の一部を次のように改正する。なお、改

正部分は、次の表中下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

(普通財産の譲与又は減額譲渡) 

第 3 条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを譲与

し、又は時価よりも低い価額で譲渡することができる。 

(1)～(4) 略 

(5) 認可地縁団体(地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 260 条の 2

第 7 項に規定する認可地縁団体をいう。)が使用し、又は管理する普

通財産を当該認可地縁団体に譲渡するとき。 

(普通財産の無償貸付又は減額貸付) 

第 4 条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを無償

又は時価よりも低い価額で貸し付けることができる。 

(1) 略 

(2) 普通財産の貸付けを受けた者が、地震、火災、水害等の災害その

他の貸付けを受けた者の責めに帰することのできない事由により当該

財産を使用の目的に供し難いと認めるとき。 

 

(普通財産の譲与又は減額譲渡) 

第 3 条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを譲与

し、又は時価よりも低い価額で譲渡することができる。 

(1)～(4) 略 

 

 

 

(普通財産の無償貸付又は減額貸付) 

第 4 条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを無償

又は時価よりも低い価額で貸し付けることができる。 

(1) 略 

(2) 普通財産の貸付けを受けた者が、地震、火災、水害等の災害に

より当該財産を使用の目的に供し難いと認めるとき。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

-78-



議案第 10 号 

 

 

 

 

橋本市立郷土資料館設置及び管理条例の一部を改正する条例につ

いて 

 

 

 

 橋本市立郷土資料館設置及び管理条例の一部を改正する条例について、別紙

のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市立郷土資料館設置及び管理条例の一部を改正する条例 

 

橋本市立郷土資料館設置及び管理条例(平成 18 年橋本市条例第 118 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次

の表中下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

(設置) 

第 1 条 本市は、郷土の歴史、文化、埋蔵文化財、民俗、自然、産業等に

関する資料(以下「郷土資料」という。)を収集し、保管し、展示して教

育的配慮の下に一般公衆の利用に供するとともに、これに関連する調査

研究及び必要な事業を行うことにより、先人の偉業をしのび、郷土の教

育及び文化の向上に資することを目的として、橋本市立郷土資料館(以

下「郷土資料館」という。)を設置する。 

(名称及び位置) 

第 2 条 郷土資料館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

(1) 略 

(2) 位置 橋本市橋谷 1 番地の 1 

(事業) 

第 3 条 郷土資料館においては、次の事業を行う。 

(1) 郷土資料の収集、整理及び保管に関すること。 

 

(2) 略 

(3) 郷土資料の調査及び研究作業に関すること。 

(4) 関連資料の収集、整理、調査研究及び保管に関すること。 

(5) 歴史、文化等の講演会、講座、学習会等の開催に関すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、郷土資料館の設置の目的を達成する 

 ために必要な事業 

(職員) 

第 4 条 略 

(休館日) 

第 5 条 郷土資料館の休館日は、次のとおりとする。 

(1) 月曜日(月曜日が国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178

(設置) 

第 1 条 本市は、郷土の歴史、文化、自然に対する理解を深め、教育、文

化の向上に資することを目的として、橋本市立郷土資料館(以下「郷土

資料館」という。)を設置する。 

 

 

 

(名称及び位置) 

第 2 条 郷土資料館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

(1) 略 

(2) 位置 橋本市御幸辻 786 番地 

(事業) 

第 3 条 郷土資料館においては、次の事業を行う。 

(1) 郷土の歴史、文化及び自然に関する資料(以下「郷土資料」とい

う。)の収集及び保管に関すること。 

(2) 略 

(3) 郷土資料の調査、整理及び研究作業に関すること。 

(4) 関連資料の収集、整理、研究及び保存に関すること。 

(5) 郷土資料に関する講演会、講座、学習会等の開催に関すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、郷土資料館活動を推進するために必 

 要な事業 

(職員) 

第 4 条 略 

 

 

 

-80-



号)に規定する休日(以下「休日」という。)に当たるときは、その翌

日以降の日のうち休日に当たらない最初の日) 

(2) 休日の翌日(この日が土曜日、日曜日、休日又は前号の規定によ

る休館日に当たるときはその翌日) 

(3) 12 月 29 日から翌年の 1 月 3 日までの日 

2 前項の規定にかかわらず、橋本市教育委員会(以下「教育委員会」とい

う。)が特に必要があると認めるときは、郷土資料館を臨時に開館し、

又は休館することができる。 

(開館時間) 

第 6 条 郷土資料館の開館時間は、午前 9 時から午後 5 時までとする。

ただし、入館時刻は、午後 4 時 30 分までとする。 

2 前項の規定にかかわらず、教育委員会が特に必要があると認めるとき

は、臨時に開館時間を変更することができる。 

(観覧料) 

第 7 条 郷土資料館に入館し、常設展示している資料を観覧しようとする

者の観覧料は、無料とする。ただし、期間を定めた特別な企画による展

示を観覧しようとする者は、1,000 円を超えない範囲内で、市長が別に

定める観覧料を納付しなければならない。 

2 既に納入された観覧料は、還付しない。ただし、市長が特に必要があ

ると認めるときは、観覧料の全部又は一部を還付することができる。 

3 市長は、公益上必要があると認めるときは、観覧料を減額し、又は免

除することができる。 

(資料の貸出) 

第 8 条 略 

2 資料の貸出しを受けようとする者は、教育委員会の許可を受けなけれ

ばならない。 

3 略 

第 9 条～第 13 条 略 

(協議会) 

第 14 条 教育委員会は、郷土資料館に橋本市郷土資料館協議会(以下「協

議会」という。)を置くことができる。 

2 協議会は、郷土資料館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、郷

土資料館の事業について館長に対して意見を述べる機関とする。 

3 協議会は、委員 15 人以内で組織し、学校教育及び社会教育の関係者、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料の貸出) 

第 5 条 略 

2 資料の貸出しを受けようとする者は、橋本市教育委員会(以下「教育委

員会」という。)の許可を受けなければならない。 

3 略  

第 6 条～第 10 条 略 
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家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から

教育委員会が任命し、又は委嘱する。 

4 委員の任期は、2 年とする。ただし、再任を妨げない。 

5 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

6 前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項

は、教育委員会規則で定める。 

第 15 条 略 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 条 略 

 

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。 

 (橋本市立あさもよし歴史館設置及び管理条例の廃止) 

2 橋本市立あさもよし歴史館設置及び管理条例(平成 18 年橋本市条例第 129 号)は、廃止する。 
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議案第 11 号 

 

 

 

 

橋本市児童遊園設置及び管理条例の一部を改正する条例について 

 

 

 

 橋本市児童遊園設置及び管理条例の一部を改正する条例について、別紙のと

おり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市児童遊園設置及び管理条例の一部を改正する条例  

 

 橋本市児童遊園設置及び管理条例 (平成 18年橋本市条例第196号 )の一部を次のように改正する。なお、改正部

分は、次の表中太線の部分である。  

 

改正後 改正前 

(名称及び位置) (名称及び位置) 

第2条 児童遊園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

略 略 

平山城ちびっこ広場 橋本市高野口町応其443番地の57 

 

  

第2条 児童遊園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

略 略 

平山城ちびっこ広場 橋本市高野口町応其443番地の57 

伏原西浦池隣ちびっこ広場 橋本市高野口町伏原175番地の3 

  

附  則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第 12 号 

 

 

 

 

橋本市下水道排水設備指定工事店条例の一部を改正する条例につ

いて 

 

 

 

 橋本市下水道排水設備指定工事店条例の一部を改正する条例について、別紙

のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市下水道排水設備指定工事店条例の一部を改正する条例  

 

橋本市下水道排水設備指定工事店条例(平成 18年橋本市条例第 201号 )の一部を次のように改正する。なお、改

正部分は、次の表中下線の部分である。  

 

改 正 後  改 正 前  

(指 定 工 事 店 の 指 定 ) (指 定 工 事 店 の 指 定 ) 

第 2条  下 水 道 条 例 第 6条 及 び 農 集 条 例 第 8条 で 規 定 す る 排 水 設

備 工 事 を 施 工 す る こ と が で き る 者 は 、次 に 掲 げ る 要 件 に 適 合 し

て い る 工 事 業 者 と し 、水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 管 理 者 の 権 限 を

行 う 市 長 (以 下「 管 理 者 」と い う 。)は 、こ れ を 指 定 工 事 店 と し

て 指 定 す る も の と す る 。  

第 2条  下 水 道 条 例 第 6条 及 び 農 集 条 例 第 8条 で 規 定 す る 排 水 設

備 工 事 を 施 工 す る こ と が で き る 者 は 、次 に 掲 げ る 要 件 に 適 合 し

て い る 工 事 業 者 と し 、水 道 事 業 及 び 下 水 道 事 業 管 理 者 の 権 限 を

行 う 市 長 (以 下「 管 理 者 」と い う 。)は 、こ れ を 指 定 工 事 店 と し

て 指 定 す る も の と す る 。  

(1) 下 水 道 排 水 設 備 工 事 責 任 技 術 者 (以 下「 責 任 技 術 者 」と い

う 。 )を 1人 以 上 選 任 し て い る こ と 。  

(1) 下 水 道 排 水 設 備 工 事 責 任 技 術 者 (以 下「 責 任 技 術 者 」と い

う 。 )が 1人 以 上 専 属 し て い る こ と 。  

(2)・ (3) 略  (2)・ (3) 略  

2 略  2 略  

(指 定 の 申 請 ) (指 定 の 申 請 ) 

第 3条  指 定 工 事 店 と し て の 指 定 を 受 け よ う と す る 者 又 は 指 定

の 有 効 期 間 満 了 後 も 引 き 続 き 指 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、管 理

者 が 定 め る 申 請 書 に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 付 し て 管 理 者 に 提 出

し な け れ ば な ら な い 。  

第 3条  指 定 工 事 店 と し て の 指 定 を 受 け よ う と す る 者 又 は 指 定

の 有 効 期 間 満 了 後 も 引 き 続 き 指 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、管 理

者 が 定 め る 申 請 書 に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 付 し て 管 理 者 に 提 出

し な け れ ば な ら な い 。  

(1) 略  

(2) 法 人 に あ っ て は 商 業 登 記 事 項 証 明 書 等 、 定 款 の 写 し 、 個

人 に あ っ て は そ の 住 民 票 の 写 し  

(3)・ (4) 略  

(1) 略  

(2) 法 人 に あ っ て は 商 業 登 記 簿 謄 本 等 、 定 款 の 写 し 、 個 人 に

あ っ て は そ の 住 民 票 の 写 し  

(3)・ (4) 略  

(5) 選 任 責 任 技 術 者 名 簿 及 び 雇 用 関 係 を 証 す る 書 類  (5) 専 属 責 任 技 術 者 名 簿 及 び 雇 用 関 係 を 証 す る 書 類  

(6) 略  (6) 略  

(責 任 技 術 者 ) (責 任 技 術 者 ) 

第 13条  指 定 工 事 店 は 、 営 業 所 に 次 項 各 号 に 掲 げ る 職 務 を さ せ

る た め 、 第 10条 第 2項 に 規 定 す る 責 任 技 術 者 の 登 録 を 受 け て い

る 者 の う ち か ら 、責 任 技 術 者 を 選 任 し な け れ ば な ら な い 。た だ

第 13条  指 定 工 事 店 は 、 営 業 所 に 次 項 各 号 に 掲 げ る 職 務 を さ せ

る た め 、 第 10条 第 2項 に 規 定 す る 責 任 技 術 者 の 登 録 を 受 け て い

る 者 の う ち か ら 、 責 任 技 術 者 を 専 属 さ せ な け れ ば な ら な い 。  
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し 、和 歌 山 県 内 に お け る 他 の 営 業 所 に つ い て 兼 任 す る こ と を 妨

げ な い 。  

2 略  2 略  

  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第 13 号 

 

 

 

 

橋本市水道事業布設工事監督者の配置基準、資格基準及び水道技

術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 

 

 橋本市水道事業布設工事監督者の配置基準、資格基準及び水道技術管理者の

資格基準に関する条例の一部を改正する条例について、別紙のとおり定めたい

ので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市水道事業布設工事監督者の配置基準、資格基準及び水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

橋本市水道事業布設工事監督者の配置基準、資格基準及び水道技術管理者の資格基準に関する条例(平成 24 年橋本市条例第 4

5 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の表中下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

(布設工事監督者の資格) (布設工事監督者の資格) 

第3条 法第12条第2項に規定する条例で定める布設工事監督者が有すべき

資格は、次のとおりとする。 

第3条 法第12条第2項に規定する条例で定める布設工事監督者が有すべき

資格は、次のとおりとする。 

(1) 学校教育法(昭和22年法律第26号)による大学(短期大学を除く。以

下同じ。)又は旧大学令(大正7年勅令第388号)による大学において土

木工学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、3年以上水道、

工業用水道、下水道、道路又は河川(以下この条において「水道等」と

いう。)に関する技術上の実務に従事した経験を有する者(1年6月以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。) 

(1) 学校教育法(昭和22年法律第26号)による大学(短期大学を除く。以

下同じ。)の土木工学科若しくはこれに相当する課程において衛生工学

若しくは水道工学に関する学科目を修めて卒業した後、又は旧大学令

(大正7年勅令第388号)による大学において土木工学科若しくはこれに

相当する課程を修めて卒業した後、2年以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者 

(2) 学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機械工学科

若しくは電気工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、4

年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者(2年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。) 

(2) 学校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程におい

て衛生工学及び水道工学に関する学科目以外の学科目を修めて卒業し

た後、3年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(3) 学校教育法による短期大学(同法による専門職大学の前期課程(以

下「専門職大学前期課程」という。)を含む。)若しくは高等専門学校

又は旧専門学校令(明治36年勅令第61号)による専門学校(次号におい

て「短期大学等」という。)において土木科又はこれに相当する課程を

修めて卒業した後(専門職大学前期課程にあっては、修了した後。次号

において同じ。)、5年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者(2年6月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者に限る。) 

(4) 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課

程を修めて卒業した後、6年以上水道等に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者(3年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。) 

(3) 学校教育法による短期大学(同法による専門職大学の前期課程を含

む。)若しくは高等専門学校又は旧専門学校令(明治36年勅令第61号)

による専門学校において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業

した後(同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後)、5

年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 
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(5) 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令

(昭和18年勅令第36号)による中等学校(次号において「高等学校等」

という。)において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した

後、7年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者(3

年6月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。) 

(6) 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課

程を修めて卒業した後、8年以上水道等に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者(4年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。) 

(4) 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令

(昭和18年勅令第36号)による中等学校において土木科又はこれに相当

する課程を修めて卒業した後、7年以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

 

 

 

 

(7) 10年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者(5年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者に限る。) 

(5) 10年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者 

(8) 第1号又は第2号の卒業者であって、学校教育法に基づく大学院研

究科において1年以上衛生工学若しくは水道工学に関する課程を専攻し

た後、又は大学の専攻科において衛生工学若しくは水道工学に関する

専攻を修了した後、第1号の卒業者にあっては2年以上、第2号の卒業者

にあっては3年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者(第1号の卒業者にあっては1年以上、第2号の卒業者にあっては1年

6月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。) 

(6) 第1号又は第2号の卒業者であって、学校教育法に基づく大学院研

究科において1年以上衛生工学若しくは水道工学に関する課程を専攻し

た後、又は大学の専攻科において衛生工学若しくは水道工学に関する

専攻を修了した後、第1号の卒業者にあっては1年以上、第2号の卒業者

にあっては2年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者 

(9) 外国の学校において、第1号から第6号までに規定する課程に相当

する課程を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度

と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号に規定する最低経験年数

以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者(それぞれ

当該各号に規定する水道等の最低経験年数の2分の1以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。) 

(7) 外国の学校において、第1号若しくは第2号に規定する課程及び学

科目又は第3号若しくは第4号に規定する課程に相当する課程又は学科

目を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等

以上に修得した後、それぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(10) 技術士法(昭和58年法律第25号)第4条第1項の規定による第2次試

験のうち上下水道部門に合格した者(選択科目として上水道及び工業用

水道を選択した者に限る。)であって、1年以上水道等に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者(6月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者に限る。) 

(11) 建設業法施行令(昭和31年政令第273号)第34条第1項及び第2項の

規定による土木施工管理に係る1級の技術検定に合格した者であって、

(8) 技術士法(昭和58年法律第25号)第4条第1項の規定による第2次試験

のうち上下水道部門に合格した者(選択科目として上水道及び工業用水

道を選択した者に限る。)であって、1年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 
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3年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者(1年6

月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。) 

(水道技術管理者の資格) (水道技術管理者の資格) 

第4条 法第19条第3項に規定する条例で定める水道技術管理者が有すべき

資格は、次のとおりとする。 

第4条 法第19条第3項に規定する条例で定める水道技術管理者が有すべき

資格は、次のとおりとする。 

(1) 前条第1号、第3号又は第5号に規定する学校において土木工学科若

しくは土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後(専門職大

学前期課程にあっては、修了した後)、同条第1号に規定する学校を卒

業した者については3年以上、同条第3号に規定する学校を卒業した者

(専門職大学前期課程にあっては、修了した者)については5年以上、同

条第5号に規定する学校を卒業した者については7年以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者 

(1) 前条の規定により水道の布設工事監督者たる資格を有する者 

(2) 前条第1号、第3号又は第5号に規定する学校において工学、理学、

農学、医学若しくは薬学の課程又はこれらに相当する課程(土木工学科

及び土木科並びにこれらに相当する課程を除く。)を修めて卒業した後

(専門職大学前期課程にあっては、修了した後)、同条第1号に規定する

学校を卒業した者については4年以上、同条第3号に規定する学校を卒

業した者(専門職大学前期課程にあっては、修了した者)については6年

以上、同条第5号に規定する学校を卒業した者については8年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(2) 前条第1号、第3号及び第4号に規定する学校において土木工学以外

の工学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又はこれらに

相当する学科目を修めて卒業した後(学校教育法による専門職大学の前

期課程にあっては、修了した後)、同条第1号に規定する学校を卒業し

た者については4年以上、同条第3号に規定する学校を卒業した者(同法

による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者)については6年

以上、同条第4号に規定する学校を卒業した者については8年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(3) 略 (3) 略 

(4) 前条第1号、第3号又は第5号に規定する学校において、工学、理

学、農学、医学及び薬学に関する課程並びにこれらに相当する課程以

外の課程を修めて卒業した(当該課程を修めて専門職大学前期課程を修

了した場合を含む。)後、同条第1号に規定する学校の卒業者について

は5年以上、同条第3号に規定する学校の卒業者(専門職大学前期課程の

修了者を含む。次号において同じ。)については7年以上、同条第5号に

規定する学校の卒業者については9年以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者 

(4) 前条第1号、第3号及び第4号に規定する学校において、工学、理

学、農学、医学及び薬学に関する学科目並びにこれらに相当する学科

目以外の学科目を修めて卒業した(当該学科目を修めて学校教育法に基

づく専門職大学の前期課程(以下この号において「専門職大学前期課

程」という。)を修了した場合を含む。)後、同条第1号に規定する学校

の卒業者については5年以上、同条第3号に規定する学校の卒業者(専門

職大学前期課程の修了者を含む。次号において同じ。)については7年

以上、同条第4号に規定する学校の卒業者については9年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(5) 外国の学校において、第1号若しくは第2号に規定する課程又は前

号に規定する課程に相当する課程を、それぞれ当該各号に規定する学

校において修得する程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号

(5) 外国の学校において、前条第2号に規定する学科目又は前号に規定

する学科目に相当する学科目を、それぞれ当該各号に規程する学校に

おいて修得する程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号の卒
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の卒業者ごとに規定する最低経験年数以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者 

業者ごとに規定する最低経験年数以上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

(6) 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関

する講習の課程を修了した者 

(6) 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の課

程を修了した者 

(7) 技術士法第4条第1項の規定による第2次試験のうち上下水道部門に

合格した者(選択科目として上水道及び工業用水道を選択したものに

限る。)であって、1年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者 

(8) 建設業法施行令第34条第1項及び第2項の規定による土木施工管理

に係る1級の技術検定に合格した者であって、3年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者 

 

 

 

 

 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 4 条第 6 号の改正規定は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 前項に規定する改正規定の施行の際現にこの条例による改正前の橋本市水道事業布設工事監督者の配置基準、資格基準及び

水道技術管理者の資格基準に関する条例第 4 条第 6 号に規定する講習の課程を修了している者は、この条例による改正後の

同号に規定する講習の課程を修了した者とみなす。 
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議案第 14 号 

 

 

 

 

橋本市生活交通ネットワーク協議会条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

 

 

 橋本市生活交通ネットワーク協議会条例の一部を改正する条例について、別

紙のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市生活交通ネットワーク協議会条例の一部を改正する条例 

 

橋本市生活交通ネットワーク協議会条例(平成 26 年橋本市条例第 73 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、

次の表中下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

橋本市生活交通ネットワーク協議会及び橋本市運賃協議会条例 

 

第 1 章 総則(第 1 条) 

第 2 章 橋本市生活交通ネットワーク協議会(第 2 条－第 12 条) 

第 3 章 橋本市運賃協議会(第 13 条) 

第 4 章 補則(第 14 条) 

附則 

第 1 章 総則 

 (設置) 

第 1 条 略 

2 市長は、道路運送法第 9 条第 4 項の規定により、一般乗合旅客自動車

運送事業の運賃及び料金(道路運送法施行規則(昭和 26 年運輸省令第 75

号)第 10 条第 1 項で定める運賃を除く。)に関する協議を行うため、橋

本市運賃協議会(以下「運賃協議会」という。)を置く。 

   第 2 章 橋本市生活交通ネットワーク協議会 

 (所掌事務) 

第 2 条 協議会は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃、料金等

に関すること。ただし、道路運送法第 9 条第 4 項に規定する一般乗

合旅客自動車運送事業の運賃及び料金に関する事項は、道路運送法施

行規則第 10 条第 1 項で定める運賃を除き、前条第 2 項に定める運賃

協議会で協議し、協議会では協議しない。 

(2)～(6) 略 

 (軽微な事項に関する取扱い) 

第 12 条 略 

第 3 章 橋本市運賃協議会 

橋本市生活交通ネットワーク協議会条例 

 

 

 

 

 

 

 

 (設置) 

第 1 条 略 

 

 

 

 

 

 (所掌事務) 

第 2 条 協議会は、次に掲げる事務を所掌する。 

 (1) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金に 

関すること。 

 

 

 

(2)～(6) 略 

 (軽微な事項に関する取扱い) 

第 12 条 略 
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(運賃協議会の組織等) 

第 13 条 運賃協議会の委員は、協議する運賃及び料金ごとに、次に掲げ

る者をもって組織し、市長がこれを委嘱し、又は任命する。 

(1) 道路運送法第 9 条第 4 項各号に掲げる者 

(2) その他市長が必要と認める者 

2 委員の任期は、当該運賃及び料金に係る協議が終了するまでとする。 

3 運賃協議会の会議は、市長が招集する。 

4 運賃協議会の会議は、非公開とする。ただし、道路運送法第 9 条第 4

項の規定により国土交通大臣に届け出た後にあっては、議事概要を公表

することができる。 

5 第 5 条、第 6 条第 2 項から第 4 項まで及び第 10 条の規定は、運賃協

議会に準用する。 

   第 4 章 補則 

 (委任) 

第 14 条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (委任) 

第 13 条 略 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 15 号 

 

 

 

 

令和 5 年度橋本市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 

 

 地方公営企業法(昭和 27 年法律第 292 号)第 32 条第 2 項の規定により、令和

5 年度橋本市水道事業会計未処分利益剰余金を別紙のとおり処分することにつ

いて、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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（単位：円）

（注）この計算書における△表記は、減少を示すものである。

（備考）
　令和５年度決算で未処分利益剰余金が176,415,633円となったため、減債積立金、
建設改良積立金、利益積立金へ全額を処分します。

条例による処分額 0 0 0

処分後残高
（繰越利益剰余金）

12,697,242,321 371,321,533 0

建設改良積立金への積立 0 0 △ 132,311,725

自己資本金への組入れ 0 0 0

減債積立金への積立 0 0 △ 8,820,782

利益積立金への積立 0 0 △ 35,283,126

当年度末残高 12,697,242,321 371,321,533 176,415,633

議会の議決による処分額 0 0 △ 176,415,633

令 和 ５年 度　 橋 本 市 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書

資 本 金 資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金
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議案第 16 号 

 

 

 

 

物品購入契約の締結について 

 

 

 

 消防ポンプ(CD-I 型)自動車(消防本部)購入について､下記のとおり物品購入

契約を締結したいので､橋本市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例(平成 18 年橋本市条例第 67 号)第 3 条の規定により議会の議

決を求める｡ 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

記 

 

1 契約の目的 

物品の名称 消防ポンプ自動車 

数   量 1 台 

 

2 契約の方法 

指名競争入札 

 

3 契約金額 

55,330,000 円(税込み) 

 

4 契約の相手方 

所 在 地 橋本市高野口町伏原 822-1 

名  称 株式会社髙田自動車 

代 表 者 代表取締役 田中 康暉  
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議案第 17 号 

 

 

 

 

物品購入契約の締結について 

 

 

 

 消防ポンプ(CD-I 型)自動車(浦之段)購入について､下記のとおり物品購入契

約を締結したいので､橋本市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例(平成 18 年橋本市条例第 67 号)第 3 条の規定により議会の議決

を求める｡ 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

記 

 

1 契約の目的 

物品の名称 消防ポンプ自動車 

数   量 1 台 

 

2 契約の方法 

指名競争入札 

 

3 契約金額 

22,605,000 円(税込み) 

 

4 契約の相手方 

所 在 地 橋本市市脇四丁目 85-5 

名  称 エバーサンクオート株式会社 

代 表 者 代表取締役 小西 康雄  
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選第 1 号 

 

 

 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

 

 人権擁護委員候補者として、下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法

(昭和 24 年法律第 139 号)第 6 条第 3 項の規定により、議会の意見を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

  氏  名  谷口 雅子 

   

  



選第 2 号 

 

 

 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

 

 人権擁護委員候補者として、下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法

(昭和 24 年法律第 139 号)第 6 条第 3 項の規定により、議会の意見を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

  氏  名  藤原 秀幸 

   

  



選第 3 号 

 

 

 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

 

 人権擁護委員候補者として、下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法

(昭和 24 年法律第 139 号)第 6 条第 3 項の規定により、議会の意見を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 9 月 2 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

  氏  名  中西 ひとみ 

   




